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協働事業は多岐分野にわたって求められ，推進されている．しかし，協働は要素を多岐に含んでおり，全

体像を捉えにくいがゆえに，同じ視点からの評価や，価値づけが困難となっている．本研究は，協働・協働

形成の全体像の把握を行い，協働を成立あるいは促進する要因，および協働形成の主な事象を考察すること

を目的とする．協働・協働形成の全体のフレームでは，協働の状態へ導く要因としての「協働成立要因」

「協働促進要因」について，協働形成の主な事象としての「協働形成対象」「協働形成プロセス」「協働イ

ンパクト」「協働コーディネート」についてを考察した．さらに，本研究の知見を活用して２つの事例の検

証を行い，特に「協働プロセス」に着目し，同じ視点での比較を行った．本研究の知見の活用によって，協

働の効果的なマネジメントが可能になることが期待できる．  
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1. はじめに 
 
 協働事業が，まちづくり，地域再生，環境保全，地球

温暖化対策，福祉・医療，防災，教育など多岐の分野で

推進されている．計画政策形成の変遷について，イネス

は多様性，相互依存性の観点から「政治誘導型」「技術

官僚型」「社会運動型」を経て「協働型」に進む４つの

タイプを示しており1，今後一層の協働事業の進展が予

期されている． 

 協働に伴う主体形成の知見として，桑子2は，環境再

生の実践においても，単に技術的な課題解決だけでなく，

地域で持続的な活動を展開する主体形成にも取り組む必

要があるとし，大谷3は社会教育としての環境教育には

その主体（環境創造主体）の形成を援助することが求め

られる，としている． 

 しかし，これら多くの研究は，協働の一面的な特性に

着目した研究が多く，協働そのものを対象にした研究や，

協働の全体像を把握するような内容の研究は少ない．こ

の要因として，協働は動的であり変容し，多くの要素・

要因を内在しており，とらえどころがなく，その全体像

やその要素の把握が困難であることが挙げられる． 

 協働のそのもの，あるいは全体像をを対象とした研究

として，経済学分野における小島等4の戦略的協働に関

する協働形成の理論モデルの研究が注目される．また，

法学分野では紙野5による協働の観念と定義の公法学的

な研究がある．しかしながら，これらの先行研究は，動

的な協働事業や協働の場において，実践的は観点から，

協働，協働形成を促進する課題，その要因，事象等につ

いて十分には言及されていない．例えば，動的な協働事

業における有償無償の人材の混在，事業プロセスの主体

形成への圧力等の多くの課題が顕在化している． 

本研究では，協働事業の実践的な観点から，協働事業

における協働・協働形成の全体像の把握を行い，協働を

成立あるいは促進する要因，および協働形成の主な事象

を考察することを目的とする． 

本研究の知見は，協働・協働形成の価値づけや評価の

基礎資料，そして，本知見の活用によって協働の効果的

なマネジメントへの適用など，実践面における協働事業

の円滑な推進に寄与できるものと考えている． 

 本研究では，「協働」を，異なる属性の組織や個人が，

ひとつの目的を共有し，協力して活動している状態，と

定義する．また，「協働形成」を，協働を実現する活動

や機能，その結果生じる影響と定義する． 
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2.  「協働」の内容に関する主な知見 

 

「協働」の内容に関する知見として，バーナードによ

る組織論における協働概念の指摘が注目される．ここで

バーナードは，「公式組織とは，意識的で，目的をもつ

ような人々相互間の協働」として協働を示し，協働は，

「仕事の速さ」と「持続性」，および「肉体的適応力」

において力を発する，と指摘している． 

「協働」の取り組みは多岐にわたる分野で展開してい

るが，特に市民参加型まちづくり分野において，単独で

は解決できない課題を解決する常套手段のように扱われ

ている．「あいち協働ルールブック2004」では，NPOと

行政の協働推進を図るため，協働の定義を明確に示して

いる．また，世古は市民による社会構築が必要であると

説き，その中で協働の概念と手法を示している．一方で，

紙野は協働の概念と定義について公法学的な見地から検

討をすすめている．まちづくり分野において，杉原五郎

氏はまちづくりの成功の方程式として，社会的使命感，

情熱，知恵，連携，継続的資金を挙げている． 

 また環境教育分野においては，環境教育等による環境

保全の取り組みに関する法律が新たに定められた．その

中で「協働取組」の定義を説いている． 

表 1 協働の内容に関する主な知見 

区分 知見 分野 

○バーナード
6 

・協働は「仕事の速さ」と「持

続性」，および「肉体的適応

力」において力を発する 
・公式組織とは，意識的で，目

的をもつような人々相互間の協

働 
・個人には目的があるというこ

と，および個人に制約があると

いう経験から，その目的を達成

し，制約を克服するために協働

が生じる 

組織論 

○小島廣光7 協働とは，NPO，政府，企業とい

う３つの異なるセクターに属す

る組織が，単一もしくは２つの

セクターの組織だけでは達成で

きない，社会的ニーズの効果的

な充足および多元的な社会的価

値の創造のために，協調して特

定のプロジェクトを形成・実行

するプロセス 

経済学 

○世古一穂8 

 

「協働」とは，市民・NPO・企業

と行政がお互いに理解し合いな

がら共通の目的を達成するため

に協力して活動すること 

社会の課題解決に向けて，それ

ぞれの自覚と責任の下に，その

立場や特性を認め合い，目的を

共有し，一定の期間，積極的に

連携・協力すること 

まちづく

り 

○あいち協働 「協働」とは，様々な主体が，  

ルールブック

2004 

  

主体的，自発的に，共通の活動

領域において，相互の立場や特

性を認識・尊重しながら共通の

目的を達成するために協力する

ことを言う 

○紙野健二9 

 

・協働の三要素 

主体の複数性，公共目的の共

有，相互協力 

 

○杉原五郎／

「地域のチカ

ラ」10 

まちづくりの成功の方程式 

・社会的使命感・情熱・知恵・

連携・継続的資金 

 

○環境教育等

による環境保

全の取り組み

に関する法律

 

・この法律において「協働取

組」とは，国民，民間団体等，

国又は地方公共団体がそれぞれ

適切に役割を分担しつつ対等の

立場において相互に協力して行

う環境保全活動，環境保全の意

欲の増進，環境教育その他の環

境の保全に関する取組をいう． 

環境教育

  

 

 

3 協働・協働形成のフレームに関する考察 

 

(1) 本研究における用語の定義 

本研究では，協働を状態として捉え，協働形成を活動，

機能，影響として捉える．協働の定義を，異なる属性の

組織や個人が，ひとつの目的を共有し，協力して活動し

ている状態，かつ，これらが自己意思決定している状態，

とする．協働形成の定義を，協働を実現する活動や機能，

その結果生じる影響，とする．また，協働事業を協働で

推進する事業，協働組織を協働を構成する個人・組織と

定義する． 

 

表 2 本研究における用語の定義 

●協働 

・異なる属性の組織や個人が，ひとつの目的を共有し，協力

して活動している状態 

・かつ，これらが自己意思決定している状態 

●協働形成 

・協働を実現する活動や機能，その結果生じる影響 

●協働事業 

・協働で推進する事業 

●協働組織 

・協働を構成する個人・組織 

 

(2) 「協働事業」類型の整理 

「協働事業」はまちづくり，環境保全，企業活動，福

祉・医療，防災，教育など多岐の分野で見られる．また，

それらに参加する主体も組織体か個人かもまちまちであ

るし，組み合わせも決まっていない．そこで，それらを

類型化し，今後，本研究で提案するフレームがどのよう

にあてはまるかを見極めたい．ここでは類型化の視点を

整理する． 
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表 3「協働事業」類型の視点 

 

(3) 協働・協働形成検討の全体フレーム 

 協働の状態へ導く要因として，「協働成立要因」「協

働促進要因」を考える． 

 協働形成は協働を実現する活動や機能，その結果生じ

る影響であり，その主な事象として，「協働形成対象」

「協働形成プロセス」「協働インパクト」「協働コーデ

ィネート」を考える． 

 

 

 

(4) 協働の要因の考察 

 ここでは「協働成立要因」および「協働促進要因」に

ついて考察する．これら要因は後述する「協働形成対象」

のうち，特に重要なものを挙げる． 

a) 協働成立要因 

 協働成立要因には，目的共有，活動協力，自己意思決

定を挙げ，それらは協働の状態を成立させるもので，協

働には不可欠な要因であると考える． 

 目的共有は，既存の目的あるいは協働で作成した目的

を参加者が共有することを意味する．活動協力は，目的

達成のための活動に協力することとを意味する．自己意

思決定は，協働組織内にて合意形成のもと，意思決定が

されることを意味する． 

 

表 4協働成立要因とその意味 

項目 要因の意味 

目的共有 ・既存の目的あるいは協働で作成した

目的を参加者が共有すること． 

活動協力 ・目的達成のための活動に協力するこ

と． 

自己意思決定 ・協働組織内にて合意形成のもと，意

思決定がされること． 

 

b) 協働促進要因 

 協働促進要因は協働の状態を促進させるもので，この

要因が充実するほど効果的あるいは継続可能な協働の状

態に寄与すると考える． 

 協働促進要因には，杉原の知見に協働コーディネート

を加え，６つの要素を挙げた． 

「協働コーディネート」とは人と人，組織と組織をつ 

なぐハブ的機能を持ち，協働における，連絡，調整，発

信などを担う．「パッション」は，そもそも個人や組織

が協働に参加する動機付けでもあり，単体の利益につな

がりにくい協働における継続にも欠かせない要因である．

「連携・信頼関係（社会関係資本）」は特に「協働」の

主体形成においては既存の社会関係資本によって実現し，

また，「協働」によって新たな社会関係資本が構築され，

社会活動が活性化することを意味する．「知恵（技術）」

は「協働形成対象」を実現するためにはその場に内在す

る在野知と，専門的な技術が必要であることを意味する．

「継続的資金」は，「協働」を維持・継続する「協働形

成要因」としての機能や人的要因を継続するための報酬

や，事業推進にかかる経費を指す． 

 

表 5協働促進要因とその意味 

項目 要因の意味 

協働コーディネート ・協働のハブ機能 

・連絡，調整，発信，などを担う 

社会的使命感 

 

・責任感 

・自己実現 

パッション ・情熱，思い 

・参加・継続の動機付け 

信頼 

（社会関係資本） 

・人間関係（恩，義理など） 

・返礼の義務 

知恵（技術） ・専門的知識（学術的知識，在野知）

継続的資金 ・事業による収入 

・公的資金 

・報酬 

 

(5) 協働形成の主な事象の考察 

ここでは「協働形成対象」「協働形成プロセス」「協

働インパクト」「協働コーディネート」について考察す

る． 

項目 内容 

協働の期間 短期完結型（1～3年），中期型（3～5

年），継続型（5年以上） 

事業テーマ 地域再生，環境保全，企業活動，福

祉・医療，防災，教育 

事業検討特性 課題解決型，創造型，左記複合型 

協働主体特性 行政主導型，市民主導型，独裁型，等 

協働主体参加特性 公募型，指名型，芋づる型，等 

目的の立案 協働参加者の１主体，複数主体 

目的共有（目的共

有のプロセス特

性） 

付与共有型，初期・創造共有型，中

期・創造共有型 

協働体での意思決

定 

自己意思決定，他者意思決定 

協働コーディネー

ター 

不在，あり（複数・分散・単独） 

協働コーディネー

ターの報酬 

なし，あり（少ない，標準，標準以

上） 

協働形成 
協働形成プロセス 

協働インパクト 

協働コーディネート 

協働 

協働形成対象 

協働成立要因 

協働促進要因 ※状態 

※活動・機能・

影響 

要因 

主 な

事象

図 1協働・協働形成検討の全体フレーム 
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a) 協働形成対象 

「協働形成対象」は「協働」を実現する活動あるいは

機能を対象とし，先述した「協働成立要因」「協働促進

要因」もこれに含まれるが，ここでは主として，事業形

成，主体形成，主体間合意形成，リーダー形成，役割分

担形成，協働ルール形成，情報共有形成（内部・外部），

コミュニケーション形成，連携（ネットワーク）形成，

を挙げる． 

「事業形成」は「協働」でないと解決できない課題への

取り組みや，参加者の思いを形にしていくための事業を

企画，実施していくことを意味する．「主体形成」は異

なる属性の組織や個人を対象に，協働事業を進める主体

を形成することを意味する．「主体間合意形成」は，協

働に参加する個々の主体の様々な利害を見つけて折り合

いをつけ，事業を推進していく際に欠かせない要素であ

る．これについては参加型まちづくりにおいても重要視

されてきた．「リーダー形成」は，協働組織の中にステ

ークホルダーを形成することを意味する．「役割分担形

成」は，各主体が積極的に責任を持って活動協力できる

ため，役割を明確にすることを意味する．「協働ルール

形成」は，活動の条件等を共通にする，あるいは見える

化することによって，人が動きやすい環境をつくること

を意味する．「情報共有形成」は，協働組織内において

活動の状況を共有し，主体の自覚意識を高め，目的意識

の維持向上を図ることを意味する．「コミュニケーショ

ン形成」は，協働組織内のコミュニケーションの活性化

あるいは，協働組織外とのコミュニケーションを図るこ

とを意味する．「連携（ネットワーク）形成」は，協働

体外部との連携によって，情報，知恵等の入手を図るこ

と，あるいは連携によってさらに大きな目標へチャレン

ジできることを意味する． 

 

表 6主な協働形成対象とその意味 

項目 内容 

事業形成 「協働」でないと解決できない課題

への取り組みや，参加者の思いを形

にしていくための事業を企画，実施

していくこと 

主体形成 協働事業を推進する主体を形成する

こと 

地域の中に主体的な活動母体が生成

されること 

主体間合意形成 協働に参加する個々の主体の様々な

利害を見つけて折り合いをつけ，事

業を推進していくこと 

リーダー形成 

 

協働組織の中のステークホルダー形

成 

人や活動を動かす存在 

役割分担形成 各主体が積極的に責任を持って活動

協力できるため，役割を明確にする

こと 

協働ルール形成 活動の条件等を共通にする，あるい

は見える化することによって，人が

動きやすい環境をつくること 

情報共有形成 協働体内において活動の状況を共有

し，主体の自覚意識を高め，目的意

識の維持向上を図ること 

コミュニケーション

形成 

協働体内のコミュニケーションの活

性化あるいは，協働体外とのコミュ

ニケーションを図ること 

連携（ネットワー

ク）形成 

協働体外部との連携によって，情

報，知恵等の入手を図ること，ある

いは連携によってさらに大きな目標

へチャレンジできることと 

その他 「協働成立要因」「協働促進要因」

を含む 

 

 

b) 協働形成プロセス 

「協働形成プロセス」は協働形成が進展する経過のこ

とを指し，それには，「事業実施プロセス」と「協働維

持プロセス」があると考える．「事業実施プロセス」は

協働事業を推進するために必要な要素が含まれ，「協働

維持プロセス」は協働を維持するために必要な要素が含

まれると考える． 

特に「協働維持プロセス」には，協働成立要因や協働

推進要因が維持されるあるいは活性化する要素が必要で

ある．しかし，それらは目に見えないかあるいは意識的

な要素であるため見過ごされがちであるが，協働事業を

支える重要なプロセスであると考える． 

 

表 7協働形成プロセスとその意味 

項目 内容 

事業実施プロ

セス 

・協働事業推進 

・情報収集，企画，実施，外部予算獲得 

・事業推進における合意形成 

協働維持プロ

セス 

・目的の再確認 

・合意形成 

・情熱を語り合う場づくり 

・プロジェクト外の付き合い 

・大学等との連携 

・収入獲得，資金運用 

 

 
図 2 協働形成プロセスイメージ図 

 

c) 協働インパクト 

 「協働インパクト」とは，協働形成によって生じる影

響とする．その内容については今回は割愛する． 
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d) 協働コーディネート 

協働は異なる属性の組織や個人が，ひとつの目的を共

有し，協力して活動している状態，かつ，これらが自己

意思決定している状態，とすると，協働組織をつなぐ機

能あるいは人材の存在が重要であり，かつ，その機能あ

るいは人材が消失すると協働は停止することが推察され

る．ゆえに本研究では，協働コーディネートを，協働促

進要因の中でも特に重要な位置づけにある対象として抽

出した． 

世古によると，「協働」とは，異なる属性の主体がネ

ットワークをつくることであり，ネットワークを動的な

状態（ネットワーキング）にするためには，ネットワー

キングを運営する公正でわかりやすいルールやしくみと

その要となる人材が不可欠である，としている． 

 

協働コーディネートは，協働において，異なる属性の

主体をつなぎ，活性化する不可欠な要因であり，その社

会的価値を評価する必要があると考える． 

 

 

4.  事例に見る協働・協働形成 

 

 ここでは，協働の事例をあげ，3.で提案した「協働・

協働形成のフレーム」の視点から検証した． 

 

 

 

 

表 8協働・協働形成のフレーム 

(1) 事例１（高丸山千年の森） 

徳島県立高丸山千年の森の指定管理者を担う，かみか

つ里山倶楽部の事例を挙げる．かみかつ里山倶楽部は，

徳島県勝浦郡上勝町内に設置された高丸山千年の森の指

定管理者になるために，既存の町内組織 12 団体が協定

を結び結成された．かみかつ里山倶楽部は，高丸山千年

の森をフィールドに，地域の在野知を活かした森づくり

活動を展開しており，さらに地域再生への展開を図ろう

としている．高丸山千年の森においては，かみかつ里山

倶楽部が発足する以前に，地域住民参加型の活動プログ

ラム策定を支援した経緯11があり，また，筆者はかみか

つ里山倶楽部において事務局を務めた経緯がある． 

 かみかつ里山倶楽部の結成および指定管理者への申請

は，既存の人的連携，ネットワークによってスピーディ

ーに進められた．この事例では，まず最初に既存の社会 

関係資本によって主体形成ができたが，「協働成立要因」

である，目的共有，活動協力，自己意思決定のうち，目

的共有ができていなかった．かみかつ里山倶楽部は，指

定管理業務を遂行しながら，組織の規定や規約を作成し，

また，活動協力のルールなどを作成した．さらに結成さ

れて 5年目のH22年度に組織の活動方針が出来上がった．

かみかつ里山倶楽部は，「協働」の枠が最初に創られ，

活動をしながら「協働形成対象」を形作っていった事例

である． 

 かみかつ里山倶楽部が継続しているのは，「協働形成

要因」である，協働コーディネート，パッション，信頼

（社会関係資本），知恵（技術），継続的資金が存在し

ていたからであると考察する．協働コーディネートは，

千年の森には専属の事務局があり，そこが協働をつなぐ

用語 用語の定義 内容 

○協働 ・異なる属性の組織や個人が，

ひとつの目的を共有し，協力し

て活動している状態 

・かつ，これらが自己意思決定

している状態 

（要因） 

●協働成立要因（協働の状態を成立させるもの） 

・目的共有・活動協力・自己意思決定 

 

●協働促進要因（協働の状態を促進させるもの） 

・協働コーディネート，パッション，信頼（社会関係資本），知恵（技

術），継続的資金 

○協働形成 ・「協働」を実現する活動や機

能，その結果生じる影響 

 

（主な事象） 

●協働形成対象（「協働形成」の対象） 活動・（機能） 

・事業形成，主体形成，主体間合意形成，役割分担形成，協働ルール形成，

情報共有形成（内部・外部），コミュニケーション形成，連携（ネットワー

ク）形成，その他 

 

●協働形成プロセス（協働形成が進展する経過）活動の流れ 

・事業実施プロセス 

・協働実施プロセス（協働成立要因＋協働促進要因） 

 

●協働インパクト（協働形成によって生じる影響） 影響 

・正のインパクト：関係者の相互変容，達成感，ほか 

・負のインパクト 

 

●協働コーディネート（協働のハブ機能，協働形成を導く機能）機能・活動 
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ハブとなっていた．かみかつ里山倶楽部の結成に関係し

た主要な関係者による毎月の会議は継続しており，本組

織への期待と情熱を持ち続けている．彼らは地域のリー

ダー的存在であったり，まちづくりの専門家であるため，

地域内外に広がるネットワークは本組織の財産である．

また，本組織は指定管理者を担うことによって，継続的

資金を得ている． 

 今後，かみかつ里山倶楽部では「協働促進要因」を維

持しながら，「協働形成対象」を構築し，組織を強化し

ていく必要があると思われる． 

表 9事例１（高丸山千年の森）における協働・協働形成の検証 

項目 考察 

協働成立要

因 

・協働組織結成時には目的共有ができていなか

った 

・5年目に組織方針を作成した 

協働促進要

因 

・組織の拠点となる事務局が存在した 

・地域リーダーの情熱があった 

・地域に既存の信頼関係による参加があった 

・指定管理料があった 

協働形成対

象 

・事業形成が先に進められ，主体形成が後回し

になった 

・合意形成の専門家が存在した 

・活動しながらのルール作成を行った 

・5年目に活動方針作成を行った 

協働形成プ

ロセス 

・（協働維持プロセス）当初は毎月里山倶楽部

会議を開催し，規定等の作成，情報共有等を行

った． 

・（事業実施プロセス）（協働維持プロセス）

当初から現在も毎月ワーキング会議を開催して

いる 

・（協働維持プロセス）協働組織内の意見抽出

のため，全体ワークショップを開催した 

・（協働維持プロセス）活動後の慰労会 

・（協働維持プロセス）里山倶楽部の活動外の

地域活動への協力 

協働インパ

クト 

・組織内人間関係の活性化 

・内部，外部交流による相互変容 

・自覚意識の向上 

協働コーデ

ィネート 

・事務局に有償の常勤スタッフが存在 

・複数のステークホルダーが存在 

 

(2) 事例２（樫原の棚田における棚田保全活動） 

 徳島県勝浦郡上勝町にある「樫原の棚田」における棚

田保全活動を事例に挙げる．「樫原の棚田」では，地域

住民の棚田保全の意思のもと，棚田オーナ制やワーキン

グホリデイの受け入れを行ってきた．筆者らは都市住民

と地元住民との協働の棚田保全活動としてのワーキング

ホリデイを支援12し，棚田オーナー制事務局を担ってき

た経緯がある． 

樫原の棚田において，活動の初期においては，地元懇

談会を繰り返し開催し，地域への思いを語り合ったり，

オーナー制ではよかったことや困ったことを出し合い，

改善策を話し合ったりしていた．そんな熱心な取り組み

があって，地元行政やその他の外部からのボランティア

や，大学実習等の受け入れの要請も増え，H20 年には，

行政とともに「重要文化的景観」への取り組みをスター

トさせた．地元懇談会はこれらの活動を調整する場とも

なり，こなすべき議題がどんどん増えてしまった．また，

地元懇談会が円滑に継続してきたのは，外部の専門家が

地域支援として懇談会をリードしてきたからである．し

かし，その支援がボランティアであるか，プロジェクト

がつくことによる有償のものなのかが地元にはわかりに

くく，いつの間にか地元懇談会が外部主導のプロジェク

ト会議のようになってしまった．筆者らは「重要文化的

景観」を推進に関与しており，地元と行政との協働で施

策推進する際の課題を，協働形成の視点から行った13． 

 本事例では，「協働プロセス」において，その内容が

「事業実施プロセス」に偏ってしまい，「協働維持プロ

セス」が減少してしまった事例である． 

 「樫原の棚田」での現在の課題は，地域の自主性，自

立性の減退と，支援する行政やNPOとの役割分担が不明

確になっていること，協働コーディネーターがほぼ無償

で支援していることが挙げられる． 

 今後は，地元と NPO,行政とで本来の目的を共有し，

活動の進めかたについて話し合い，お互いの役割分担を

明確にする必要があるだろう．そのなかで，協働コーデ

ィネーターが必要かどうかを地元が見極め，必要に応じ

て有償で協力を得るようなスタイルが望ましいと思われ

る． 

表 10 事例２（樫原の棚田における棚田保全活動）における協

働・協働形成の検証 

項目 考察 

協働成立要

因 

・目的共有が時間とともに薄れている 

・自己意思決定の指揮をとる，地域リーダーが

高齢化している 

協働促進要

因 

・協働コーディネートを担う専門家の支援があ

った 

・情熱のある地域住民が高齢化している 

・地域には従来の信頼関係が充実している 

・地域には資金がない 

協働形成対

象 

・外部からの提案型の事業が増えている 

・地域内の合意形成，役割分担等を指揮する地

域リーダーが高齢化している 

・情報共有等の整備ができていない 

 

協働形成プ

ロセス 

・（協働維持プロセス）当初は地元懇談会が自

由で活発であった． 

・（事業実施プロセス）近年は地元懇談会にお

いて事業推進のための議題が増えた 

・（協働維持プロセス）反省会や事業外のコミ

ュニケーションが減少している 

協働インパ

クト 

・内部，外部交流による相互変容 

・自覚意識の低下 

協働コーデ

ィネート 

・協働コーディネーターの不在 

・ボランティア的支援 
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(3) 考察 

 事例1，事例2を本研究で提案した「協働・協働形成の

フレーム」の視点から検証してみると，それぞれの特徴

が明快になり，また，フレームの各項目において比較し

てみることもできた． 

 ２つの事例において，協働形成プロセスに着目する．

高丸山千年の森においては，協働組織発足当初に毎月の

会議を開催し，参加者が顔を合わせる場が頻繁にあった．

しかし，協働組織がある程度安定すると，全体が集まる

場は減少し，事務局主導で事業を推進することに注力す

るようになった．それでも年に数回の合同イベントの実

施や組織方針作成のためのワークショップ開催など，意

識的に全体で協力しあう場づくり，各自の意見抽出の場

づくりを行っている．かみかつ里山倶楽部は事業実施プ

ロセスがほとんどでありながら，小さくではあるが，協

働維持プロセスが実施されていることがわかった． 

 樫原の棚田では，地元懇談会が自主的に活発に行われ

ていたが，近年は事業実施のための地元懇談会になって

おり，本来の活動の目的の確認ができなくなってしまっ

ている． 樫原の棚田では，まさに協働維持プロセスが

欠如してしまっていることがわかった． 

 

 

 

 

 

 

5.  おわりに 

本研究では，協働事業における協働・協働形成の全体

像の把握を行い，協働を成立あるいは促進する要因，お

よび協働形成の主な事象を考察し，その知見を活用して

協働事業の事例を検証した． 

本研究で得られた知見を以下に示す． 

(1) 用語の定義について 

本研究では，「協働」を異なる属性の組織や個人が，

ひとつの目的を共有し，協力して活動している状態，と

定義した．．また，「協働形成」を，協働を実現する活

動や機能，その結果生じる影響と定義した． 

(2)協働・協働形成のフレームの考察について 

本研究では，協働を状態と捉え，協働の状態へと導く

要因として，「協働成立要因」「協働促進要因」を考え

た．また，協働形成を活動・機能・影響と捉え，その主

な事象として，「協働形成対象」「協働形成プロセス」

「協働インパクト」「協働コーディネート」を考えた． 

(3)協働事例の検証  

 協働・協働形成のフレームを用い，２つの事例を検証

した．その結果，協働事例の特徴を明快に把握すること

ができ，同じ視点での協働事業の評価ができた．特に，

協働形成プロセスでの協働事業評価は有用であると認識

している． 

 

 本研究では，円滑な協働事業推進のための協働・協働

形成の全体像把握を試みた．今後は協働・協働形成の要

素とその意味を充実させ，一方で協働の類型化によって，

本フレームの位置づけを明らかにすることが必要である

と考える．  
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図 4 事例２における協働形成プロセスイメージ 

事業実施プロセス 

図 3 事例１における協働形成プロセスイメージ 

協働維持プロセス 

図 5 事例２における協働形成プロセスイメージ 

協働維持プロセス 

事業実施プロセス 


